
 

３ 財政収支見通しについて 

 
 

１ 前回策定した財政指標（平成１９年度から２２年度まで）の成果        

 

○財政健全化法における財政指標（平成２２年度決算）は、全国中位を維持した。

（実質公債費比率15.4％（全国27位）、将来負担比率210.2％（全国21位）） 

 

○県債残高（平成２２年度末）は、国が臨時財政対策債を増加させたことに伴い、

当初の目標８,２１１億円に対し、８,８０９億円となったが、臨時財政対策債を

除いた県債残高は、平成１９年度から２２年度までに約１５０億円減少し、 

６,３３８億円（平成２２年度末）となった。 

 

○財政調整のための基金残高（平成２２年度末）は、人件費の減少などに伴い、

当初の目標１０８億円に対し、３９５億円となった。 

 

 

２ 今回策定する財政指標（平成２３年度から２７年度まで）の目標 
 

○財政健全化法における財政指標（実質公債費比率および将来負担比率）について

は、全国中位を維持する。 

 

○将来の公債費を抑制するため、財政調整のための基金を活用した県債の繰

上償還や県債発行の抑制により、平成２３年度から２７年度までに、臨時財

政対策債を除く県債残高を約１,０００億円減少させる。 

 

○財政調整のための基金残高（平成２７年度末）については、想定しない財政需

要にも対応できるよう、標準財政規模に対し、５％程度にあたる約１３０億

円を確保する。 
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３ 基本的な考え方 
 

＜歳 入＞ 

税

県税・交付税等 

 

・平成２４年度の予算額を維持 

・地方消費税増分（平成２６～２７年度）を加算 

地 

国庫支出金 

○ 

・国の方針等に基づき、平成２４年度予算額をもとに対

前年度比９０％に減額して見込む 

 

県債 
・平成２４年度予算額をもとに、対前年度比９０％に減額

して見込む 

・臨時財政対策債は平成２４～２７年度同額を見込む 

 

その他歳入 ・貸付金諸収入を除き、平成２４年度予算額をもとに、 

対前年度比９５％に減額して見込む 

             

              

       ＜歳 出＞ 

税

人件費 

 

・平成２４年度予算額をもとに、第三次行財政改革実行 

プランの職員削減目標３％を反映して見込む 

地 

公債費 

○ 

・既発行の県債を償還計画に基づき見込む 

・今後発行の県債を金利２％として見込む 

社会保障関係費 
（福祉、医療、介護等） 

・平成２４年度予算額をもとに、対前年度比４．５％増 

（全国知事会の将来推計を参考）として見込む 

投資的経費 

・継続的な事業は平成２４年度予算額をもとに、対前年 

度比９０％に減額して見込む 

・今後、政策的に必要となる事業については、平成２４年 

度と同水準を見込む 

その他歳出 

・市町への交付金等を除き、平成２４年度予算額をもと 

に、対前年度比９５％に減額して見込む 

・市町への地方消費税交付金増分（平成２６～２７年度）を 

 加算 

 



 

 

 

４ 財政収支見通し（２３～２７年度） 

 
    （事業費ベース）                          （単位：億円） 

年   度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

歳 

 

 

入 

県税、交付税等 2,458 2,474 2,480 2,590 2,630 

国庫支出金 703 598 580 560 550 

県債 832 692 670 650 670 

（うち臨時財政対策債） （375） （360） （360） （360） （360） 

その他 898 902 880 860 840 

計 ① 4,891 4,666 4,610 4,660 4,690 

 

歳 

 

 

出 

人件費 1,211 1,205 1,200 1,190 1,180 

公債費 950 888 902 880 880 

社会保障関係費 458 454 480 500 520 

投資的経費 869 805 750 710 710 

その他の経費 1,463 1,417 1,380 1,400 1,380 

計 ② 4,951 4,769 4,712 4,680 4,670 

 

財源不足額 ①－② 

（＝基金取崩額） 
 ※ △60 ※ △103 ※ △102 △20 20 

財政調整のための基金

残高 
335 232 130 110 130 

 

 

県債残高（臨財債除く） 6,146 5,873 5,600 5,300 5,100 

 

※23～25年度：繰上償還への充当分を含む 

１,０００億円を減少 

標準財政規模の５％を確保 


